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　日本年金機構は平成28年９月（10月納付分）の厚生年金保険料額表を掲載した（表３）。平成28年９月～平成29年８月の厚
生年金保険料率は一般被保険者が18.182％で、前年の17.828％より0.354％（定率）引き上げられている。事業主との折半で
9.091％となる。坑内員・船員の被保険者は18.184％で、前年の17.936より0.248％（定率）引き上げられている。事業主と
の折半で9.092％となる。
　なお、厚生年金基金に加入する人は、加入する厚生年金基金の免除保険料率によって厚生年金保険料率が決まるため13.184
～15.784％となる。

■表３　平成28年９月分（10月納付分）の厚生年金保険料額表

※平成28年10月（11月納付分）から、厚生年金保険の標準報酬月額の下限が８万8,000円となるため、上表は平成28年９月分だけの適用となる。

※被保険者負担分（折半額）に円未満の端数がある場合は、0.5円以下を切り捨て、0.5円超を切り上げとする。

　平成28年９月（10月納付分）からの厚生年金保険料率は一般で18.182％

○厚生年金保険料率（平成28年９月～平成29年８月）
　・一般の被保険者　18.182％（厚生年金基金加入員　13.182～15.782％）
　・坑内員・船員の被保険者　18.184％（厚生年金基金加入員　13.184～15.784％）
○子ども・子育て拠出金率　0.20％（事業主が全額負担）
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　厚生労働省は平成28年８月29日、「平成27年遺族年金受給者実態調査」を公表した。これによると、平成27年12月１日時点
で遺族年金（遺族基礎年金・遺族厚生年金）の受給者※は5,038,000人で、その98.4％が女性、97.8％が「妻」となっている。平
均受給額は、全体で93.4万円で、「基礎年金のみ」は110.7万円、「寡婦年金」が45.4万円、「厚生年金のみ」が92.7万円、「厚生年
金と基礎年金の両方」は158.0万円となっている。
　受給者の就業率は年齢階級別にみると、最も就業率が高いのが40～44歳の83.0％で、55歳未満はいずれの階級も80％前後
を示している。内容的には「臨時・パート」が50.5％で最も多く、年収は「～200万円」が78.5％を占める。なお、仕事を持って
いた人で、被保険者の死亡に伴い、転職した人は約13.9％、辞職した人は約22.8％であった。仕事を変えていない人は63.3％
であった。
　受給者の世帯類型は、全体的に「単身」が50.8％、「本人と子」が31.7％となっている。世帯の年間収入は「100～200万円」
が37.3％で最も多い。収入源は「自己の年金のみ」という人が53.4％と半数を超えている。一方で支出は、月額「10～20万円」
が46.7％で最も多い。生活保護受給者は全体の1.3％となっている。
※遺族基礎年金のみの受給者は全体の0.4％、遺族厚生年金のみの人は98.1％、両方を受給している人は1.2％。上記の結果にはこれらの制度的な特性も含まれる。

　
　
　厚生労働省は平成28年８月31日、平成28年６月末現在の国民年金保険料の納付率を公表した。

【平成26年度分（過年度２年目）の納付率】
　平成26年度末からプラス6.3ポイントの69.4％であった。これは平成26年４月～平成27年３月分の保険料のうち、平成28
年度６月末までに納付された月数の割合である。平成28年度末時点の目標は、平成26年度末からプラス7.0ポイントであった
ため、目標値には達していない。

【平成27年度分（過年度１年目）の納付率】
　平成27年度末からプラス1.5ポイントの64.9％であった。これは平成27年４月～平成28年３月分の保険料のうち、平成28
年度６月末までに納付された月数の割合である。平成27年度末時点の目標は、平成27年度末からプラス4.0ポイントであった
ため、目標値には達成していない。

【平成28年４月～平成28年５月分（現年度分）の納付率】
　対前年同期比△0.2％の55.6％であった。平成28年度末時点の目標は、前年度実績から＋1.0ポイントであった。
　なお、平成28年４月～平成28年６月分の強制徴収の実施状況は、最終催告状送付が11,502件（前年同期比5,450件増）、督
促状送付が3,827件（前年同期比1,841件増）、財産差押が3,494件（前年同期比1,561件増）であった。

　
　厚生労働省は平成28年９月８日、東京都千代田区の全国都市会館にて社会保
障審議会年金数理部会（第71回）を開催した。議題は「公的年金財政状況報告 
―平成26年度―について」で、係る報告書（案）の内容が示された。
　内容は次のとおり。

　遺族年金受給者は約500万人 ～「平成27年遺族年金受給者実態調査」～

　平成28年６月末現在国民年金保険料の納付率は現年度分で55.6％

　第71回年金数理部会「公的年金財政状況報告 ―平成26年度―について」

Web版 Vol.42（通巻687号） 2016. 9.15 06



Topics

■表４　被用者年金の1人当たり保険料と平均年金月額（老齢・退年相当） ―平成26年度（末）―

「公的年金財政状況報告 ―平成26年度―」

○公的年金の概要

　・公的年金とは　　・公的年金財政の枠組み　　・被用者年金制度の一元化

○財政状況

　・被保険者の現状及び推移　　・受給権者の現状及び推移（表４）　

○財政検証･財政再計算結果との比較

　・財政検証･財政再計算と比較することの意義と手法 　 ・財政収支等実績と将来見通しの比較　

　・財政指標の実績と将来見通しの比較　　　　　　　 　・被用者年金制度に係る積立金の乖離の分析　

　・被用者年金各制度に係る財政状況の評価

厚生年金

【被保険者】

・１人あたり標準報酬額………………………………………①
　（平成26年度、報酬額ベース・月額）　

・保険料率………………………………………………………………………②
　（平成26年３月）

・１人当たり保険料…………………………………………………③
　（総報酬ベース・月額）

　

363,465円

17.474％

63,512円

国共済

　

531,618円

16.924％

89,971円

地共済

　

551,204円

16.924％

93,286円

私学共済

　

466,808円

14.000％

65,553円

【老齢・退年相当の受給権者】

・平均年金月額
　（平成26年度末、老齢基礎年金分を含む）

・平均加入期間
　（平成26年度末）

114,886円

403月

186,052円

427月

191,237円

425月

187,961円

385月
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